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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次 　

第76期

第３四半期連結累計期間
　

第76期

第３四半期連結会計期間
第75期

会計期間 　

自　平成21年１月１日

至　平成21年９月30日
　

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

自平成20年１月１日

至平成20年12月31日

営業収益 （千円） 　 14,513,276　 4,334,162 17,020,587

経常利益
又は経常損失（△）

（千円） 　 △2,135,900　 △43,296 849,915

四半期（当期）純利益
又は四半期純損失（△）

（千円） 　 △3,784,707　 25,800 346,627

純資産額 （千円） 　 － 　 7,993,239 12,063,074

総資産額 （千円） 　 － 　 58,213,399 62,733,025

１株当たり純資産額 （円） 　 － 　 336.47 507.78

１株当たり四半期（当期）
純利益又は四半期純損失
（△）

（円） 　 △159.31　 1.09 14.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） 　 － 　 － －

自己資本比率 （％） 　 － 　 13.7 19.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 　 1,289,878　 － △20,006,758

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 　 1,214,667　 － △1,226,976

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円） 　 △2,416,061　 － 20,204,095

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円） 　 － 　 3,230,191 3,141,707

従業員数 （名） 　 － 　 532 511

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　営業収益には消費税等は含まれておりません。

３　第76期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、第75期及び第76期第３四半期連結会計

期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業

の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　
　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 532

(注) 　従業員数は就業人員であり、契約社員及び受入出向者は従業員数の内数とし、当社グループ外への出向者は含め

ておりません。

　

(2)　提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 531

(注) 　従業員数は就業人員であり、契約社員及び受入出向者は従業員数の内数とし、社外への出向者は含めておりませ

ん。
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第２ 【事業の状況】

１ 【営業の状況】

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 　営業収益(千円) 　

仲介事業 392,895　

アセットソリューション事業 2,442,514　

販売受託事業 801,803　

賃貸事業 696,948　

合計 4,334,162　

　　(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
 至　平成21年９月30日)

営業収益(千円) 割合(％)

東京建物㈱ 694,691 16.0％

　　　　 ２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

（仲介事業）

区分

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
 至　平成21年９月30日)

件数（件） 取扱高（千円） 営業収益（千円）

　 　 首都圏 　 　 　

　 　 　　東京都 92 6,140,266 181,723

　 　 　　その他 81 2,175,916 91,370

　 　 首都圏計 173 8,316,183 273,093

　 　 その他 30 1,235,413 38,104

　 売買仲介計 203 9,551,596 311,198

賃貸仲介計 14 － 6,668

仲介手数料計 217 － 317,867

その他 － － 75,027

合計 － － 392,895

　(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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（アセットソリューション事業）

区分

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

営業収益(千円)

販売用不動産等売上高 1,589,374

その他 853,140

合計 2,442,514

　(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

 (販売受託事業)

区分

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

戸数（戸） 取扱高（千円） 営業収益（千円）

　 首都圏 　 　 　

　 　　東京都 217 9,301,135 299,412

　 　　その他 54 2,140,576 70,608

　 首都圏計 271 11,441,711 370,020

　 その他 388 12,312,679 384,190

仲介手数料計 659 23,754,391 754,210

その他 － － 47,593

合計 － － 801,803

　 　(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

 (賃貸事業)

区分

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

管理戸数(戸)または
管理面積(㎡)

営業収益(千円)

代行
住宅 12,946戸

297,204
オフィス等 95,798㎡

転貸
住宅 825戸

363,935
オフィス等 3,166㎡

その他 － 35,807

合計
住宅 13,771戸

696,948
オフィス等 98,965㎡

　(注) １　管理戸数または管理面積は、第３四半期連結会計期間末時点の戸数または面積を記載しております。

　　　 ２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告

書及び当事業年度の第２四半期報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成21年７月24日開催の取締役会において、東京建物株式会社の100％子会社である株式会社

東京建物アメニティサポートを株式交換により完全子会社とすることについて決議し、平成21年９月30

日に株式会社東京建物アメニティサポートと株式交換契約書を締結いたしました。

詳細は、「第５　経理の状況　１　四半期連結財務諸表」の（追加情報）を参照してください。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会

社）が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費は持ち直しの動きが続いているもの

の、企業収益の大幅な減少や、雇用情勢の急速な悪化などにより、景気は厳しい状況にあります。

こうした中で、当不動産流通業界におきましては、販売価格の調整等により、新築マンションの販売

在庫の減少や中古マンションの成約率の上昇等明るい兆しも見えつつありますが、依然として、金融

機関の不動産案件に対する融資姿勢の厳格化等の影響から、不動産投資市場及び不動産流通市場の低

迷が続いております。

この様な状況において当社グループは、仲介事業において法人仲介が大幅に減少したものの、ア

セットソリューション事業において販売用不動産等の売却を進めた結果、当第３四半期連結会計期間

における営業収益は43億３千４百万円、営業利益は９千５百万円、経常損失は４千３百万円、四半期純

利益は２千５百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（仲介事業）

個人仲介は堅調に推移した一方、法人仲介におきまして、金融機関の不動産案件に対する融資姿勢の

厳格化等の影響により、売買取引が極めて成立しにくくなっており、手数料収入が大幅に減少しまし

た。

この結果、営業収益は３億９千２百万円、営業損失は２億３百万円となりました。

　

（アセットソリューション事業）

「ガレリア ヴェール」（茨城県つくば市）や杉並プロジェクト等の販売用不動産の売却が進捗し、

保有不動産に関しては、稼働率の維持向上に努めました。

この結果、営業収益は24億４千２百万円、営業利益は４億２千万円となりました。

　

（販売受託事業）

当第３四半期連結会計期間において「Brillia Mare 有明」（東京都江東区）、「Brillia L-sio 萩

山」（東京都東村山市）、「Brillia琵琶湖大津京」（滋賀県大津市）等の物件の引渡しを行いまし

た。

この結果、営業収益は８億１百万円、営業利益は５千９百万円となりました。

　

（賃貸事業）

首都圏を中心に賃貸管理業務の受注拡大に鋭意取り組んだ結果、当第３四半期連結会計期間末にお

ける賃貸住宅の管理戸数が13,771戸（前第３四半期連結会計期間末12,001戸、前年同期比14.7％増）

と増加し、順調に拡大しました。

この結果、営業収益は６億９千６百万円、営業利益は９千１百万円となりました。

　

EDINET提出書類

東京建物不動産販売株式会社(E04058)

四半期報告書

 7/31



(2)　財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は582億１千３百万円（前連結会計年度末比7.2％減）と

なりました。これは主として、アセットソリューション事業における販売用不動産が20億６百万円減少し

たこと及びＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）への預け入れが11億円減少したこと等によるも

のです。

　

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債は502億２千万円（前連結会計年度末比0.9％減）となりま

した。これは主として、借入金が21億３千万円減少する一方、当第３四半期連結累計期間におけるマン

ション等の竣工・引渡の増加により、受託預り金が前連結会計年度末に比べて11億４千１百万円増加し

たほか、営業未払金が13億９千万円増加したこと等によるものです。

　

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産は79億９千３百万円（前連結会計年度末比33.7％減）と

なりました。これは主として、四半期純損失を37億８千４百万円計上したこと及び剰余金の配当２億８千

５百万円によるものです。

　

（自己資本比率）

当第３四半期連結会計期間末における自己資本比率は13.7％（前連結会計年度末比5.5ポイント減）

となりました。

　

（１株当たり純資産額）

当第３四半期連結会計期間末における１株当たり純資産額は336円47銭（前連結会計年度末比171円31

銭の減少）となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べ６億

７千４百万円減少し、32億３千万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは55億５百万円の減少となりました。これは、主としてたな卸資産

が14億８千６百万円減少した一方、受託預り金が55億３千３百万円減少したこと及び営業未払金20億４

千１百万円減少したこと等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは54億４百万円の増加となりました。これは、主として投資有価証

券の売却及び償還により６億５千万円回収したこと及びＣＭＳによる貸付金を48億１千６百万円回収し

たこと等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは５億７千３百万円の減少となりました。これは主として、借入金
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が５億７千２百万円（純額）減少したこと等によるものであります。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

　第２四半期連結会計期間末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 57,600,000

計 57,600,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成21年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 23,756,508 23,756,508
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 23,756,508 23,756,508－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　　　　　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 23,756,508 － 3,108,506 － 2,553,050

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載すること

ができないことから、直前の基準日(平成21年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

①　【発行済株式】

平成21年６月30日現在

区分 株式数(株)
議決権の数
(個)

内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－ －
　普通株式 100

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,753,900237,539
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

単元未満株式 普通株式 2,508 － 同上

発行済株式総数 　 23,756,508－ －

総株主の議決権 　 － 237,539 －

　

②　【自己株式等】

平成21年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 東京都新宿区西新宿 　 　 　 　

東京建物不動産販売㈱ 一丁目25番１号 100 － 100 0.0

計 － 100 － 100 0.0

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 304 235 230 274 289 386 327 375 352

最低(円) 215 149 160 212 240 267 222 277 285

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役常務取締役 住宅営業本部長 代表取締役常務取締役
住宅営業本部長兼

販売企画部長
横山　裕 平成21年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び

第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）

附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,230,191 3,141,707

営業未収入金 823,871 805,271

販売用不動産 44,588,357 46,594,729

未成業務支出金 503,000 1,274,924

株主に対する短期貸付金 3,045 1,103,506

その他 1,801,052 2,213,136

貸倒引当金 △15,938 △8,894

流動資産合計 50,933,580 55,124,381

固定資産

有形固定資産 ※１
 270,280

※１
 348,707

無形固定資産 129,297 91,998

投資その他の資産

投資有価証券 5,062,713 5,393,401

敷金及び保証金 1,311,621 1,279,352

その他 514,015 499,293

貸倒引当金 △8,109 △4,108

投資その他の資産合計 6,880,240 7,167,938

固定資産合計 7,279,819 7,608,644

資産合計 58,213,399 62,733,025
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 1,510,656 120,242

短期借入金 14,310,500 17,983,250

未払法人税等 24,400 146,529

賞与引当金 257,192 72,260

前受金 667,375 1,886,290

受託預り金 3,547,677 2,406,234

預り金 1,889,503 1,517,484

その他 395,897 475,454

流動負債合計 22,603,203 24,607,747

固定負債

社債 200,000 200,000

長期借入金 21,231,883 19,689,750

退職給付引当金 1,165,999 1,095,864

役員退職慰労引当金 83,378 97,260

長期預り敷金保証金 4,930,490 4,974,175

その他 5,204 5,153

固定負債合計 27,616,955 26,062,203

負債合計 50,220,159 50,669,951

純資産の部

株主資本

資本金 3,108,506 3,108,506

資本剰余金 2,553,050 2,553,050

利益剰余金 2,330,646 6,400,430

自己株式 △53 △53

株主資本合計 7,992,149 12,061,933

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,090 1,141

評価・換算差額等合計 1,090 1,141

純資産合計 7,993,239 12,063,074

負債純資産合計 58,213,399 62,733,025
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

営業収益 14,513,276

営業原価 15,323,183

営業総損失（△） △809,906

販売費及び一般管理費 ※１
 800,683

営業損失（△） △1,610,590

営業外収益

受取利息 35,115

その他 25,793

営業外収益合計 60,909

営業外費用

支払利息 470,239

その他 115,979

営業外費用合計 586,219

経常損失（△） △2,135,900

特別利益

投資有価証券売却益 29,141

特別利益合計 29,141

特別損失

減損損失 95,590

たな卸資産評価損 1,294,269

その他 55,449

特別損失合計 1,445,308

税金等調整前四半期純損失（△） △3,552,067

法人税、住民税及び事業税 41,613

法人税等調整額 191,026

法人税等合計 232,639

四半期純損失（△） △3,784,707
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

営業収益 4,334,162

営業原価 3,971,564

営業総利益 362,597

販売費及び一般管理費 ※１
 266,609

営業利益 95,988

営業外収益

受取利息 17,112

その他 7,856

営業外収益合計 24,969

営業外費用

支払利息 163,878

その他 375

営業外費用合計 164,253

経常損失（△） △43,296

特別損失

固定資産除却損 18,788

特別損失合計 18,788

税金等調整前四半期純損失（△） △62,084

法人税、住民税及び事業税 16,395

法人税等調整額 △104,280

法人税等合計 △87,884

四半期純利益 25,800
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △3,552,067

減価償却費 48,218

減損損失 95,590

たな卸資産評価損 1,294,269

引当金の増減額（△は減少） 225,230

受取利息及び受取配当金 △35,115

支払利息及び社債利息 470,239

売上債権の増減額（△は増加） △22,840

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,813,173

仕入債務の増減額（△は減少） 1,390,413

前受金の増減額（△は減少） △1,526,660

受託預り金の増減額（△は減少） 1,141,442

預り金の増減額（△は減少） 371,966

敷金及び保証金の増減額（△は増加） △32,269

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △47,559

その他 375,776

小計 2,009,807

利息及び配当金の受取額 35,153

利息の支払額 △514,139

法人税等の支払額 △240,943

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,289,878

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △98,152

投資有価証券の取得による支出 △367,274

投資有価証券の売却及び償還による収入 704,541

連結の範囲の変更を伴うその他の関係会社有価
証券の取得による支出

△114,995

ＣＭＳによる短期貸付金の純増減額（△は増
加）

1,100,461

その他 △9,912

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,214,667

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,650,000

長期借入れによる収入 8,500,000

長期借入金の返済による支出 △8,980,616

配当金の支払額 △285,445

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,416,061

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 88,483

現金及び現金同等物の期首残高 3,141,707

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,230,191
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

　前連結会計年度において連結しておりましたＳＵＢＳ１特定目的会社については当連結会計年度の第１四半期

連結会計期間に解散したことにより連結の範囲より除外しております。

　出資持分の取得によりプレミオアルファ１特定目的会社について当連結会計年度の第２四半期連結会計期間よ

り連結子会社に含めることとしております。なお、みなし取得日を当連結会計年度の第２四半期連結会計期間末と

しております。

２　会計処理基準に関する事項の変更

　(1)　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を当

連結会計年度の第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業損失及び経常損失が2,159,292千円それぞれ増加し、税金等

調整前四半期純損失が3,453,562千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

(2)　リース取引に関する会計基準等の適用

　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企

業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18

日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を当連結会計年度の第１四半期連結会計期間

から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これによる資産及び損益に与える影響はありません。

３　開示対象特別目的会社関係

　当社は、事業機会の獲得および効率的な資金調達を図ることを目的として、特別目的会社(資産流動化法上の特

定目的会社、特例有限会社及び合同会社の形態によります）に対し出資を行っており、出資比率が40％以上の特

別目的会社（３社）を開示対象としております。

　当該事業は、当社及び共同事業者による出資のほか、各金融機関からの借入等（ノンリコースローン及び特定社

債）により行われております。

　当社は、事業終了後、拠出した出資金等を適切に回収する予定であり、将来において損失が発生する場合、当社の

負担は当該出資金等の額に限定されております。

　また、いずれの特別目的会社についても、当社は議決権のある出資等は有しておらず、役員や従業員の派遣もあり

ません。

　当第３四半期連結累計期間における、特別目的会社との取引金額等は、次の通りであります。

　

当第３四半期

連結会計期間末残高

（千円）

主な損益

項目 金額（千円)

出資金等（注１） 1,850,000営業収益（注２） 119,463

マネジメント業務 ― 営業収益（注３） 10,363

　 　 　 　

（注１）出資金等の内訳は、投資有価証券1,850,000千円であり、特定目的会社に対する優先出資証券及び匿名組合

出資金であります。

（注２）出資に対する配当金及び分配利益は営業収益として、「アセットソリューション」セグメントに計上して

おります。

（注３）特別目的会社から受託したマネジメント業務等の報酬は営業収益として、「仲介」セグメントに計上して

おります。
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当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

　特別目的会社の直近の決算日における主な資産、負債及び純資産(単純合算)は、次の通りであります。

主な資産（千円) 主な負債及び純資産（千円)

不動産 13,732,190借入金等（注４） 11,038,000

その他 823,376出資預り金等（注５） 3,400,000

　 　 その他 117,566

合　計 14,555,566 合　計 14,555,566

（注４）借入金等は、ノンリコースローン及び特定目的会社の特定社債であります。

（注５）出資預り金等は、特定目的会社の優先資本金及び匿名組合出資金であります。
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【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

　当社は、平成21年７月24日開催の取締役会において、東京建物株式会社の100％子会社である株式会社東京建物アメ

ニティサポートを株式交換により完全子会社とすることについて決議し、平成21年９月30日に株式会社東京建物ア

メニティサポートと株式交換契約書を締結いたしました。 

 

　株式交換の概要は、以下のとおりであります。

１　株式交換の目的

　これまで両社が培ってきたノウハウを有効に活用し連携を強化することで、販売受託事業においては販売・管理一

体化による顧客サービス向上、仲介事業においては管理物件からの仲介収益のさらなる増加、販売受託・賃貸事業に

おける保険受注強化など、事業効率の向上や業容拡大等の面で更なる企業価値向上が期待できるほか、財務体質の強

化と安定的な収益基盤の確保にも繋がるものであります。

 

２　株式会社東京建物アメニティサポートの概要

　 (平成20年12月31日現在、単体)

商号 株式会社東京建物アメニティサポート

事業内容 ビル・マンションの共用部分・専用部分の清掃請負等、分譲マンションの共

用部分等の管理受託等、ビル・マンション・トランクルーム等の賃貸、損害

保険・生命保険の代理店業務

設立年月日 昭和37年８月10日

本店所在地 東京都墨田区太平４－１－３

代表者 取締役社長　五明　尚

資本金 　100,000千円

発行済株式数 　　2,000株

純資産 3,354,390千円

総資産 4,086,968千円

営業収益 6,621,302千円

当期純利益 　463,225千円

　 　

 

３　株式交換の概要

(1)株式交換の日程

株式交換基本合意書締結 平成21年７月24日

株式交換契約書締結 平成21年９月30日

株式交換契約承認臨時株主総会基準日 平成21年10月15日

株式交換契約承認臨時株主総会 平成21年11月26日

株式交換予定日(効力発生日) 平成21年12月31日
 
(2)株式交換に係る割当ての内容

会社名
東京建物不動産販売株式会社

（完全親会社）

株式会社東京建物アメニティサポート

（完全子会社）

株式交換比率 1 8,666

①株式の割当比率

　株式会社東京建物アメニティサポートの普通株式１株に対して、当社の普通株式8,666株を割当て交付

します。

②株式交換により発行する新株式数等

普通株式　　17,332,000株
 
(3)株式交換完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

４　本株式交換比率の算定根拠

　本株式交換の交換比率については、その算定にあたって公平性・妥当性を確保するために、各社がそれぞれ独

立に第三者機関の助言を求めることとし、当社は株式会社エイ・ジー・エス・コンサルティングを、東京建物

株式会社は髙野総合会計事務所を、それぞれ第三者機関として選定しました。株式会社エイ・ジー・エス・コ

ンサルティングは、当社については市場株価基準方式及びDCF（ディスカウンテッド・キャッシュフロー）方

式により、株式会社東京建物アメニティサポートについては、類似会社比較方式及びDCF方式により株式交換比

率を算定しました。

　当社、東京建物株式会社及び株式会社東京建物アメニティサポートの３社は、それぞれ上記の第三者機関から

提出を受けた株式交換比率の算定結果を参考に慎重に検討し、協議を重ねた結果、本株式交換における株式交

換比率が妥当かつ双方の株主の利益を損なうものではないとの判断に至りました。

 

５　株式交換完全親会社となる会社の概要

資本金　　3,108,506千円

事業内容　不動産の仲介・再販・販売受託・賃貸・賃貸管理及びこれらに付帯する事業
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)

前連結会計年度末

(平成20年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 175,779千円

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 153,793千円

　

　２　偶発債務 　２　偶発債務

(1)　保証債務 4,725,002千円

(注)抵当権設定登記完了までの販売受託物件購入
者の住宅ローン及び仲介物件購入者の住宅
ローンに対するものであります。

(1)　保証債務 8,606,622千円

(注)抵当権設定登記完了までの販売受託物件購入
者の住宅ローン及び仲介物件購入者の住宅
ローンに対するものであります。

(2)　売買予約 3,530,485千円

(注)出資先の販売用不動産等に対するものであり
ます。

(2)　売買予約 3,530,485千円

(注)出資先の販売用不動産等に対するものであり
ます。

　３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀
行８行と当座貸越契約を締結しております。
　また、当社は東京建物㈱が導入しているＣＭＳ
（貸出コミットメント）に参加しております。
　これらに基づく当第３四半期連結会計期間末にお
ける当座貸越契約及び貸出コミットメントにかか
る借入金未実行残高等は以下の通りであります。

　当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

30,500,000千円

　貸出実行残高 8,500,000千円

　差引額 22,000,000千円

 

　３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀
行９行と貸出コミットメント契約を締結しており
ます。また、当社は東京建物㈱が導入しているＣＭ
Ｓに参加しております。
　これらに基づく当連結会計年度末における当座貸
越契約及び貸出コミットメントにかかる借入金未
実行残高等は以下の通りであります。

　当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

33,000,000千円

　貸出実行残高 9,500,000千円

　差引額 23,500,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 164,036千円

退職給付費用 7,632千円

賞与引当金繰入額 17,448千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,118千円

貸倒引当金繰入額 11,616千円

 

　

　

第３四半期連結会計期間

　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

退職給付費用 2,544千円

賞与引当金繰入額 13,086千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,992千円

租税公課 55,869千円

貸倒引当金繰入額 1,398千円

 

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,230,191千円

現金及び現金同等物 3,230,191千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 23,756,508

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式（株） 100

　

３　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月26日
定時株主総会

普通株式 285,076 12平成20年12月31日平成21年３月27日利益剰余金
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
仲介事業

(千円)

アセットソ
リューショ
ン事業

(千円)

販売受託
事業

(千円)

賃貸事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する営業収益

392,8952,442,514801,803696,9484,334,162 － 4,334,162

(2)セグメント間の
内部営業収益
又は振替高

42,903 － 113 7,452 50,469(50,469) －

計 435,7982,442,514801,917704,4004,384,631(50,469)4,334,162

営業利益又は
営業損失（△）

△203,955420,43059,58291,248367,306(271,317)95,988

　

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　

　
仲介事業

(千円)

アセットソ
リューショ
ン事業

(千円)

販売受託
事業

(千円)

賃貸事業

(千円)

計

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結

(千円)

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に
対する営業収益

1,244,8237,440,0833,625,8162,202,55214,513,276－ 14,513,276

(2)セグメント間の
内部営業収益
又は振替高

183,757 － 22,61324,700231,071(231,071) －

計 1,428,5817,440,0833,648,4302,227,25314,744,348(231,071)14,513,276

営業利益又は
営業損失（△）

△562,440△1,224,917614,017375,983△797,356(813,234)△1,610,590

(注) １　事業区分は、役務提供の形態別区分によっております。

２　各事業の主な内容

(1) 仲介事業　　　　　　　　　　　：不動産の仲介及びそれに付帯する業務

(2) アセットソリューション事業　　：不動産の再販及びそれに付帯する業務

(3) 販売受託事業　　　　　　　　　：不動産の販売受託及びそれに付帯する業務

(4) 賃貸事業　　　　　　　　　　　：不動産の賃貸・賃貸管理及びそれに付帯する業務

３　会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低

下による簿価切下げの方法)に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業損失はアセットソリュー

ション事業において2,159,292千円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　連結会社が本邦以外の国又は地域に存在しないため、記載しておりません。

　

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日）

　連結会社が本邦以外の国又は地域における売上を有しないため、記載しておりません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)

前連結会計年度末

(平成20年12月31日)

　

　 336円47銭

　

　

　 507円78銭

　

　 　

　

２　１株当たり四半期純利益(損失)及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

　

１株当たり四半期純損失（△） △159円31銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

　

　

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　 　 　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△） （千円）　 △3,784,707

　普通株式に係る四半期純損失（△） （千円）　 △3,784,707

　普通株主に帰属しない金額 （千円）　 －

　普通株式の期中平均株式数 （株） 　 23,756,408

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

　

１株当たり四半期純利益 1円09銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

　

　

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　 　 　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益 （千円） 　 25,800

　普通株式に係る四半期純利益 （千円） 　 25,800

　普通株主に帰属しない金額 （千円） 　 －

　普通株式の期中平均株式数 （株） 　 23,756,408
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２１年１１月１３日

東京建物不動産販売株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    多田      修    ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    神山    宗武    ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    善方    正義    ㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京

建物不動産販売株式会社の平成２１年１月１日から平成２１年１２月３１日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間（平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成

２１年１月１日から平成２１年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京建物不動産販売株式会社及び連結子会社

の平成２１年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連

結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１． 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び

連結子会社は第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

２． 追加情報に記載されているとおり、会社は、平成２１年７月２４日開催の取締役会において、株式会社

東京建物アメニティサポートを株式交換により完全子会社とすることについて決議し、平成２１年９

月３０日に株式会社東京建物アメニティサポートと株式交換契約書を締結している。
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
 ２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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